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1.  平成24年3月期第1四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第1四半期 9,092 11.7 225 ― 255 ― 166 ―
23年3月期第1四半期 8,137 4.9 △457 ― △420 ― △1,153 ―

（注）包括利益 24年3月期第1四半期 165百万円 （―％） 23年3月期第1四半期 △1,290百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第1四半期 1.95 ―
23年3月期第1四半期 △13.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第1四半期 45,478 18,960 41.2
23年3月期 45,166 19,055 41.7
（参考） 自己資本   24年3月期第1四半期  18,742百万円 23年3月期  18,818百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
24年3月期 ―
24年3月期（予想） ― ― 3.00 3.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 18,000 2.5 △180 ― △140 ― △120 ― △1.41
通期 41,200 10.6 850 89.5 800 68.0 300 ― 3.52



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  
詳細は、添付資料P.４ 「四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」 をご覧下さい。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商 
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって大きく 
異なる結果となる可能性があります。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期1Q 85,382,196 株 23年3月期 85,382,196 株
② 期末自己株式数 24年3月期1Q 153,724 株 23年3月期 152,799 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期1Q 85,228,761 株 23年3月期1Q 85,234,298 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、３月11日に発生した東日本大震災の被害を受けた国内のサプ

ライチェーンの立て直しが進みつつあるものの、震災の影響により生産は落ち込み、設備投資も低調に推移してい

ることに加え、円高基調が継続していることから厳しい状況が続きました。  

 このような状況の下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、船舶港湾機器事業は、売上は前年同

期並みでしたが、新興国の需要増により海外市場を中心にバルクキャリア船等の新造船の建造受注残が確保されて

いることから、受注は前年同期を大きく上回りました。油空圧機器事業は、引き続き中国をはじめとするアジア各

国が活況であったことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。流体機器事業は官需市場の案件の前倒し

や民需市場の一部に回復の兆しが見られることなどにより、受注、売上ともに前年同期を上回りました。防衛・通

信機器事業は、防衛省向け装備品契約の増加や通信インフラ機器更新需要等により受注は前年同期を大きく上回

り、東日本大震災の影響で延期になっていた海上保安庁向け製品の納入やPHSアンテナ基地局関連機器が好調であ

ったことなどから、売上は前年同期を大きく上回りました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比11.7%増の9,092百万円、営業利益は225

百万円（前年同期営業損失457百万円）、経常利益は255百万円（前年同期経常損失420百万円）となりました。ま

た、四半期純利益は166百万円（前年同期四半期純損失 1,153百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、前第３四半期連結会計期間にセグメント区分を変更してお

ります。このため、各セグメントの前第１四半期連結累計期間との比較については、前第１四半期連結累計期間の

数値を変更後の報告セグメントの区分に組み替えて算出しております。 

  

［船舶港湾機器事業］ 

 当事業の商船市場では、在来船の換装需要が依然として低迷しているものの、国内造船所の建造隻数は依然高水

準を維持しており、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 内航船市場では、内航海運の輸送量の減少による船舶過剰感から老齢船の代替需要が依然低迷したままであるも

のの、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 海外市場では、新造船受注がキャンセルになった影響が大きかった前年と比べ、韓国、中国の造船所で新造船受

注が好調に推移したこと、OEMのジャイロコンパスが好調に推移したことなどから、受注は前年同期を大きく上回

り、売上も前年同期を上回りました。 

 船舶関連機器の保守サービスは、海運市況が低調に推移したことから、部品販売、サービス工事のいずれも受

注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は2,319百万円と前年同期比８百万円（0.3%）の増加、営業損失は34百万円

（前年同期営業利益91百万円）となりました。  

  

［油空圧機器事業］  

 当事業のプラスチック加工機械市場、建設機械市場では、中国をはじめとした東アジア向け需要が好調であった

ことから受注、売上とも前年同期を上回りました。 

 工作機械市場では、東アジア向け需要が好調だったことに加え国内需要も一般機械等を中心に堅調に推移したこ

とから受注は前年同期を上回り、売上は前年同期を大きく上回りました。 

 海外市場では、韓国は好調に推移したものの、台湾、中国の携帯端末向け射出成形機需要が低調であったことか

ら受注は前年同期を大きく下回り、売上は前年同期を下回りました。 

 油圧応用装置は、バルクキャリア船向けハッチカバー開閉装置が前年並みの好調を維持し、一般産機向け油圧装

置、油圧試験装置の需要が大幅に増えていることから、受注は大きく上回りましたが、売上は前年同期を下回りま

した。 

 この結果、当事業全体として売上高は2,764百万円と前年同期比184百万円（7.1%）の増加、営業利益は187百万

円（前年同期営業損失10百万円）となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報
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［流体機器事業］  

 当事業の官需市場では、上下水道及び農業用水案件の前倒し発注により、受注、売上ともに前年同期を上回りま

した。 

 民需市場では、設備投資の抑制等により市況は低調に推移したものの、船舶接岸速度計の更新需要や省エネ設備

市場向けのポータブル超音波流量計が貢献したことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 海外市場では、円高の影響を受けたものの、南アフリカ向け流量計が堅調であったことから受注、売上ともに前

年同期を上回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は205百万円と前年同期比66百万円（47.5%）の増加、営業損失は171百万円

（前年同期営業損失175百万円）となりました。  

  

［防衛・通信機器事業］  

 当事業の防衛市場では、F-15主力戦闘機用自己防御能力向上機器の補用品及び捜索用レーダ装置FPS-4構成品の

補用品、並びに次世代潜水艦用戦術状況表示装置の研究試作開発及び機動戦闘車開発により、受注は前年同期を大

きく上回りましたが、F-2支援戦闘機用電子戦機器の納入が昨年度で終了したこと、SH-60K対潜哨戒ヘリコプター

用逆探装置HLR-108Cの納入数量が減少したことから、売上は前年同期を下回りました。 

 海上交通機器市場では、受注は前年同期を大きく下回りましたが、東日本大震災の影響により延期となっていた

海上保安庁向け製品の納入が加わったことから、売上は前年同期を大きく上回りました。 

 センサー機器市場では、公共事業投資の停滞の影響を受け、特に道路関連機器の引合が低調で、受注は前年同期

を下回り、売上は前年同期を大きく下回りました。 

 通信機器市場では、PHSアンテナ基地局関連機器が貢献したことから、受注、売上とも前年同期を大きく上回り

ました。 

 この結果、当事業全体として売上高は3,101百万円と前年同期比580百万円（23.0%）の増加、営業利益は325百万

円（前年同期営業損失225百万円）となりました。  

  

［その他の事業］  

 検品機器は、グラビア印刷市場や素材市場において東日本大震災など設備導入延期の影響を受け、受注は前年同

期を下回りましたが、前期の受注残が貢献し、売上は前年同期を上回りました。 

 防災機器は、大型改修物件と消防庁の指導強化に関連する「消火設備の容器弁の安全性に係る機器点検」に基づ

く部品販売及び交換工事が引き続き好調であることから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 鉄道機器は、機器販売、役務事業ともに順調に推移したことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

この結果、当事業全体として売上高は695百万円と前年同期比110百万円（18.8%）の増加、営業利益は2百万円（前

年同期営業損失54百万円）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末の流動資産は、前期末に比べて649百万円増加し35,151百万円となりました。これは、現金及び

預金が減少したものの、受取手形及び売掛金並びに棚卸資産が増加したことによるものです。また、固定資産は前

期末に比べて337百万円減少し、10,327百万円となりました。これは、有形固定資産の減価償却に伴う減少及び本

社ビル定期賃貸借契約の改訂に伴い本社敷金が減少したことにより差入保証金が減少したことによるものです。こ

の結果、資産合計は、前期末の資産合計45,166百万円から312百万円増加し、45,478百万円となりました。 

 流動負債は、前期末に比べて909百万円増加し19,193百万円となりました。これは賞与引当金が減少したもの

の、支払手形及び買掛金並びに未払金が増加したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて503百万円減

少し、7,325百万円となりました。これは、長期借入金及び退職給付引当金が減少したことによるものです。この

結果、負債合計は前期末の負債合計26,111百万円から407百万円増加し、26,518百万円となりました。 

 純資産合計は、前期末の純資産合計19,055百万円から95百万円減少し、18,960百万円となりました。これは主に

配当金の支払いによるものです。この結果、自己資本比率は前期末41.7％から0.5ポイント減少し、41.2％となり

ました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 連結業績予想につきましては、前回発表に対し、防衛・通信機器事業が好調に推移していることなどから売上高

が上回る見通しであること、また、売上の増加に加えコストダウン及び経費削減に努めた結果、営業利益、経常利

益及び当期純利益が好転する見通しであることから、第２四半期連結累計期間の業績予想を修正いたしました。 

 但し、通期業績予想につきましては、今後の業績に不確実な要素があるため、前回予想を据え置いております。

 詳細につきましては、本日（平成23年８月８日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。  
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（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,392 9,425

受取手形及び売掛金 12,011 12,282

商品及び製品 1,140 1,277

仕掛品 5,128 6,131

原材料及び貯蔵品 4,808 4,944

その他 1,071 1,138

貸倒引当金 △47 △45

流動資産合計 34,502 35,151

固定資産   

有形固定資産 5,681 5,588

無形固定資産   

のれん 37 33

その他 296 279

無形固定資産合計 332 312

投資その他の資産   

その他 4,715 4,489

貸倒引当金 △64 △62

投資その他の資産合計 4,651 4,427

固定資産合計 10,664 10,327

資産合計 45,166 45,478

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,838 5,619

短期借入金 10,689 10,760

未払法人税等 116 114

賞与引当金 846 427

その他 1,795 2,273

流動負債合計 18,284 19,193

固定負債   

長期借入金 2,170 1,910

退職給付引当金 4,275 4,102

役員退職慰労引当金 299 250

資産除去債務 785 785

その他 298 277

固定負債合計 7,828 7,325

負債合計 26,111 26,518
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 11,531 11,442

自己株式 △28 △28

株主資本合計 18,735 18,645

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 246 224

為替換算調整勘定 △163 △127

その他の包括利益累計額合計 83 97

少数株主持分 237 218

純資産合計 19,055 18,960

負債純資産合計 45,166 45,478
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 8,137 9,092

売上原価 6,420 6,759

売上総利益 1,717 2,333

販売費及び一般管理費 2,175 2,108

営業利益又は営業損失（△） △457 225

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 28 39

持分法による投資利益 13 14

補助金収入 24 －

その他 25 22

営業外収益合計 93 78

営業外費用   

支払利息 36 31

その他 20 17

営業外費用合計 55 48

経常利益又は経常損失（△） △420 255

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 9 －

特別損失   

固定資産除売却損 7 3

投資有価証券評価損 5 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 863 －

特別損失合計 875 3

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,285 252

法人税等 △118 100

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,168 152

少数株主損失（△） △15 △14

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,153 166
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,168 152

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △124 △23

為替換算調整勘定 2 37

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △1

その他の包括利益合計 △122 13

四半期包括利益 △1,290 165

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,275 180

少数株主に係る四半期包括利益 △15 △14
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該当事項はありません。  

  

【セグメント情報】  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注） 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

道路関連機器事業、トンネル関連機器事業、鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リー

ス業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理業などが含まれております。

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注） 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保

険代理業、不動産の管理業などが含まれております。 

  

（３）企業継続の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  

報告セグメント 
その他の
事業 
（注） 

合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 

船舶港湾
機器事業

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業

防衛・通信
機器事業

計 

売上高                   

外部顧客への

売上高 
2,311 2,581 139 2,370 7,400 736 8,137 0 8,137 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

27 17 － 54 98 293 392 △392 － 

計 2,338 2,598 139 2,423 7,499 1,030 8,529 △391 8,137 

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

91 △10 △175 △237 △331 △42 △373 △84 △457 

  

報告セグメント 
その他の
事業 
（注） 

合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 

船舶港湾
機器事業

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業

防衛・通信
機器事業

計 

売上高                   

外部顧客への

売上高 
 2,319  2,764  205  3,101  8,389  695  9,084  8  9,092

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 25  17  －  21  63  280  344  △344  －

計  2,344  2,782  205  3,122  8,453  975  9,428  △336  9,092

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

 △34  187  △171  325  307  2  309  △84  225
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前第３四半期連結会計期間に、セグメント区分において「その他の事業」に含めておりました道路関連機器

事業及びトンネル関連機器事業を、連結子会社からの事業譲受を機に、「防衛・通信機器事業」のセンサー

機器に含めることに変更しており、当第１四半期連結累計期間のセグメント区分に相違が見られます。 

当第１四半期連結累計期間の区分方法に基づく前第1四半期累計期間のセグメント情報は以下の通りです。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注） 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保

険代理業、不動産の管理業などが含まれております。  

  

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

報告セグメント 
その他の
事業 
（注） 

合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 

船舶港湾
機器事業

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業

防衛・通信
機器事業

計 

売上高                   

外部顧客への

売上高 
 2,311  2,581  139  2,521  7,552  585  8,137  0  8,137

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 27  17  －  9  53  293  347  △347  －

計  2,338  2,598  139  2,530  7,605  878  8,484  △346  8,137

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

 91  △10  △175  △225  △320  △54  △373  △84  △457

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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